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(注) 当四半期における業績予想の修正有無 ： 無 

当社グループは、業績管理を年次のみで行っているため、第２四半期累計期間の予想を行っておりません。
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(百万円未満切捨て)

1. 平成23年3月期第１四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日）

 (1) 連結経営成績(累計)
(％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第１四半期 6,967 4.3 △2,360 ─ △2,406 ─ △1,517 ─

22年3月期第１四半期 6,678 2.0 △2,369 ─ △2,177 ─ △1,396 ─

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年3月期第１四半期 △19 .04 ─

22年3月期第１四半期 △17 .34 ─

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第１四半期 70,201 40,805 57.8 508 .95

22年3月期 80,100 43,361 53.8 540 .22

(参考) 自己資本 23年3月期第１四半期 40,578百万円  22年3月期 43,073百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 22年3月期 － － － 7 .50 7 .50

 23年3月期 －

23年3月期(予想) － － 7 .50 7 .50

3. 平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) － － － － －

通期 68,000 4.5 3,000 △10.9 3,100 △14.9 1,600 △21.0 19 .88



 

 
(4) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算

短信の開示時点において、四半期財務諸表に対する四半期レビュー手続が実施中です。 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的

であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が

あります。 

4. その他（詳細は（添付資料）２ページ「その他の情報」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 有

   新規 ─社（社名          ） 除外 １社（社名：日本工営パワー・システムズ（株））

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年 3月期 1Ｑ 86,656,510株 22年 3月期 86,656,510株

② 期末自己株式数 23年 3月期 1Ｑ 6,926,979株 22年 3月期 6,923,529株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年 3月期 1Ｑ 79,730,410株 22年 3月期 1Ｑ 80,565,880株

(特記事項)
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前連結会計年度末において当社の連結子会社であった日本工営パワー・システムズ(株)は、平成 

22年４月１日付で、当社を存続会社とし、当社の特定子会社である日本工営パワー・システムズ 

(株)を消滅会社とする吸収合併を行ったことに伴い、当該特定子会社が消滅いたしました。 

  

①法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

  法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに 

  限定する方法によっております。 

  繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、 

  一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用し 

  た将来の業績予想やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

 ②原価差異の繰延処理 

  操業度等の季節的な変動に起因して発生した原価差異につきましては、原価計算期末日まで 

  にほぼ解消が見込まれるため、当該原価差異を流動負債として繰り延べております。 

  

①「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

   当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  

  平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指 

  針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

   これにより、営業損失及び経常損失は０百万円増加し、税金等調整前四半期純損失は36百万 

  円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は49百万円 

  であります。 

 ②「企業結合に関する会計基準」等の適用 

   当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平 

  成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月 

  26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適 

  用指針第10号 平成20年12月26日）を適用しております。 

  

1. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要
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2. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,728 6,232

受取手形及び売掛金 6,269 28,281

有価証券 4 4

商品及び製品 91 91

仕掛品 11,950 7,436

原材料及び貯蔵品 165 167

その他 4,064 2,796

貸倒引当金 △72 △107

流動資産合計 35,201 44,904

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 9,070 9,183

土地 13,642 13,644

その他（純額） 915 974

有形固定資産合計 23,628 23,802

無形固定資産

のれん 1,473 1,545

その他 532 550

無形固定資産合計 2,005 2,096

投資その他の資産

投資有価証券 7,159 7,383

その他 2,438 2,145

貸倒引当金 △232 △232

投資その他の資産合計 9,366 9,296

固定資産合計 35,000 35,195

資産合計 70,201 80,100

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,512 5,706

短期借入金 － 8,000

1年内返済予定の長期借入金 4,118 4,118

未払法人税等 59 828

前受金 10,822 6,523

賞与引当金 821 1,620

工事損失引当金 392 259

その他 4,440 3,437

流動負債合計 23,167 30,493
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定負債

長期借入金 285 315

退職給付引当金 3,165 3,138

役員退職慰労引当金 83 103

環境対策引当金 112 110

資産除去債務 49 －

負ののれん 39 42

その他 2,492 2,535

固定負債合計 6,229 6,245

負債合計 29,396 36,739

純資産の部

株主資本

資本金 7,393 7,393

資本剰余金 6,131 6,131

利益剰余金 30,280 32,400

自己株式 △2,246 △2,245

株主資本合計 41,559 43,680

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △972 △600

繰延ヘッジ損益 △9 △6

評価・換算差額等合計 △981 △607

少数株主持分 227 287

純資産合計 40,805 43,361

負債純資産合計 70,201 80,100
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(2) 四半期連結損益計算書

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

売上高 6,678 6,967

売上原価 5,518 5,831

売上総利益 1,160 1,136

販売費及び一般管理費 3,529 3,496

営業損失（△） △2,369 △2,360

営業外収益

受取利息 21 18

受取配当金 87 58

為替差益 95 －

負ののれん償却額 3 －

その他 29 15

営業外収益合計 236 91

営業外費用

支払利息 29 27

投資有価証券売却損 － 54

為替差損 － 54

その他 15 0

営業外費用合計 45 137

経常損失（△） △2,177 △2,406

特別利益

貸倒引当金戻入額 42 34

負ののれん発生益 － 46

その他 0 0

特別利益合計 42 81

特別損失

投資有価証券売却損 3 －

固定資産除却損 5 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 35

その他 － 6

特別損失合計 8 41

税金等調整前四半期純損失（△） △2,143 △2,366

法人税、住民税及び事業税 117 86

法人税等調整額 △862 △922

法人税等合計 △745 △835

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,531

少数株主損失（△） △0 △13

四半期純損失（△） △1,396 △1,517
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該当事項はありません。 

  

(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

  

 
(注) （１）事業の種類、性質を考慮して、事業区分を行っております。 

 （２）各事業は主に以下の内容から成り立っております。 

    国内建設コンサルタント事業・・・・日本国内の建設コンサルタント事業 

海外建設コンサルタント事業・・・・日本国外の建設コンサルタント事業 

電力機器・装置事業・・・・・・・・水車発電機、システム制御機器、変圧器等の製造販売 

電力等工事事業・・・・・・・・・・変電、送電等の工事 

不動産賃貸事業・・・・・・・・・・不動産賃貸事業 

その他の事業・・・・・・・・・・・ソフトウェアの開発等、人材派遣業等 

  

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

当連結会社は日本に所在するため、所在地別セグメント情報の開示に該当しません。 

  

(3) 継続企業の前提に関する注記

(4) セグメント情報

国内建設 
コンサル
タント 
事業

海外建設 
コンサル
タント 
事業

電力機
器・装置
事業 
 

電力等
工事事業

 

不動産
賃貸事業

 

その他の
事業

計
消去 

又は全社
連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

 売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

2,602 2,189 950 399 315 220 6,678 ─ 6,678

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

2 0 ─ 84 49 267 405 (405) ─

計 2,605 2,190 950 483 365 488 7,083 (405) 6,678

 営業費用 4,752 2,203 1,085 636 134 513 9,326 (278) 9,047

 営業利益又は営業損失（△） △2,147 △13 △134 △152 230 △25 △2,242 (126) △2,369

【所在地別セグメント情報】
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前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２ 国または地域の区分の方法および各地域に属する主な国または地域 

（１）国または地域の区分の方法      地理的近接度によります。 

（２）各区分に属する主な国または地域   アジア  ：ベトナム、インドネシア、フィリピン 

                     中近東  ：イラク、カタール、トルコ 

                     アフリカ ：モロッコ、ケニア、リビア 

                     中南米  ：パラグアイ、ペルー、パナマ 

                     その他  ：キルギス、パプアニューギニア、ウクライナ 

  

(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は製品・サービス別に事業本部を置き、各事業本部は取り扱う製品・サービスの包括的な戦略を立

案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社は事業本部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「国内建設コ

ンサルタント事業」、「海外建設コンサルタント事業」、「電力事業」、「不動産賃貸事業」の４つを報

告セグメントとしております。 

「国内建設コンサルタント事業」は、日本国内の社会資本整備に関する調査・計画・設計・監理等の業

務を営んでおります。 

「海外建設コンサルタント事業」は、日本国外の社会資本整備に関する調査・計画・設計・監理等の業

務を営んでおります。  

「電力事業」は、水車発電機、システム制御機器、変圧器等の製作販売、変電・送電等の工事および機

電コンサルティングを営んでおります。 

「不動産賃貸事業」は、国内における不動産賃貸事業を営んでおります。 

  

【海外売上高】

アジア 中近東 アフリカ 中南米 その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 1,106 270 141 478 176 2,174

Ⅱ 連結売上高(百万円) 6,678

Ⅲ 連結売上高に占める海外 
  売上高の割合(％)

16.5 4.0 2.1 7.1 2.6 32.5

【セグメント情報】
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日) 

 
（注）「その他」の区分は収益を稼得していない、又は付随的な収益を稼得するに過ぎない構成単位のものでありま 

す。 

  

３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項) 

 
  

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注）

計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額

国内建設 
コンサル 
タント事業

海外建設 
コンサル 
タント事業

電力事業
不動産賃
貸事業

計

売上高

  外部顧客への 
  売上高

2,148 1,973 2,482 312 6,917 50 6,967 ─ 6,967

  セグメント間の 
  内部売上高又は 
 振替高

70 ─ 34 32 136 1 138 △138 ─

計 2,219 1,973 2,516 344 7,054 51 7,106 △138 6,967

セグメント利益 
又は損失（△）

△2,321 △262 △6 202 △2,387 △16 △2,404 △1 △2,406

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 △2,387

「その他」の区分の利益又は損失（△） △16

セグメント間取引消去 △1

四半期連結損益計算書の経常利益又は経常損失（△） △2,406

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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3. 補足情報

(1) 受注及び販売の状況

期  別 前年同四半期 当四半期
（参考）前期

（平成22年３月期）
平成22年３月期 平成23年３月期

第1四半期連結累計期間 第1四半期連結累計期間

セグメント

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

受
注
高

国内建設コンサルタント事業 9,331 49.5 8,728 48.5 36,643 52.6

海外建設コンサルタント事業 6,049 32.1 5,612 31.2 20,158 28.9

電力事業 3,487 18.4 3,646 20.3 12,850 18.5

不動産賃貸事業 － － －

その他 1 0.0 0 0.0 30 0.0

合計 18,869 100.0 17,988 100.0 69,682 100.0

売
上
高 
１

国内建設コンサルタント事業 2,607 39.0 2,186 31.4 35,941 55.2

海外建設コンサルタント事業 2,189 32.8 2,029 29.1 16,722 25.7

電力事業 1,566 23.5 2,420 34.7 11,160 17.2

不動産賃貸事業 315 4.7 312 4.5 1,256 1.9

その他 0 0.0 18 0.3 14 0.0

合計 6,678 100.0 6,967 100.0 65,095 100.0

売
上
高 
２

国内建設コンサルタント事業 2,562 38.4 2,148 30.8 33,927 52.1

海外建設コンサルタント事業 2,131 31.9 1,973 28.3 15,806 24.3

電力事業 1,643 24.6 2,482 35.7 13,080 20.1

不動産賃貸事業 315 4.7 312 4.5 1,256 1.9

その他 25 0.4 50 0.7 1,025 1.6

合計 6,678 100.0 6,967 100.0 65,095 100.0

期  別 前年同四半期 当四半期
（参考）前期

（平成22年３月期）
平成22年３月期 平成23年３月期

第1四半期連結会計期間末第1四半期連結会計期間末

セグメント

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

受
注
残
高

国内建設コンサルタント事業 20,386 34.4 20,904 32.7 14,363 27.3

海外建設コンサルタント事業 34,157 57.6 37,317 58.3 33,734 64.1

電力事業 4,764 8.0 5,759 9.0 4,533 8.6

不動産賃貸事業 － － －

その他 2 0.0 0 0.0 17 0.0

合計 59,309 100.0 63,982 100.0 52,648 100.0

   (注)1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

       2.上記の金額は外部顧客に対するもので、セグメント間の内部取引および振替高は含まれておりません。

       3.売上高１ は受注セグメント別、売上高２ は業務実施セグメント別に集計しております。
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